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ニューヨーク事務所

７月 22 日から 25 日まで、国際姉妹都市連盟（SCI）70 周年記念行事が米国の首都のワシントン DC で開催されました。SCI
は、米国の 400 以上の自治体・地域などが加盟する全国組織で、1956 年の創設以来、米国と世界各国の都市との姉妹都市交流
を促進し、140 カ国以上、1,800 を超える姉妹都市提携を支援しています。クレアニューヨーク事務所は、この行事に参加し、
SCI 理事会役員や、米国をはじめとする世界各地の姉妹都市関係者と交流を図りました。

行事に参加する中で特に実感したのは、多くの姉妹都市交流団体が、単なる交流にとどまらず、将来につながる持続的な関係
構築を模索しているということです。セッションでは、大学間交流などを通じて若い世代の参画を促し、交流の発展につなげた
事例などが紹介されました。

今回は、例年の年次総会に加え、各国の外交・政府関係者による講演やパネルディスカッション、レセプションなどの記念プログ
ラムが行われました。日本大使館でのレセプションに
は、日本との姉妹都市交流に関心を持つ多くの関係
者が参加しました。クレアニューヨーク事務所は、レ
セプション会場にブースを設け、日本の自治体による
姉妹都市活動について紹介しました。

当事務所では、今回築いた姉妹都市関係者との
ネットワークを生かし、自治体間の姉妹都市交流の
さらなる発展を支援できるよう、引き続き努めてま
いります。

国際姉妹都市連盟 70 周年記念行事に参加しました

SCI 年次総会の様子
レセプション会場のブースで PR を
行うクレア職員

シドニー事務所

６月 23 日から 25 日にかけて、オーストラリアの首都のキャンベラで、豪州各地の首長や議員など地方行政関係者 1,100 人
以上の参加の下、「全豪地方自治体協会（ALGA）2026 年次会合」が開催されました。

今回の年次会合では、豪州の自治体が直面している喫緊の課題の一つとして、財政問題が取り上げられました。国から自治体
への交付金が十分ではなく、自治体運営に深刻な影響を及ぼしているとして、交付金の増額による公平な財源配分を国に求める
緊急動議が採択されました。 

クレアシドニー事務所は、会場内のブースで、日本と豪州の自治体による取り組み事例の発表や意見交換を行う場として毎年
開催している「クレアフォーラム」や、海外の自治体幹部が日本の地方自治行政を現地で学ぶ「海外自治体幹部交流協力セミナー」
などのクレアの活動を PR しました。来場者からは、日本の地方自治行政を学ぶことのできるクレアの活動や、姉妹都市交流を
はじめとする自治体間交流に高い関心が寄せられました。

年次会合最終日の公式晩餐会では、地方自治大臣を務めた経験を持つアンソニー・アルバニージー首相が登壇し、国民に最も
身近な行政機関として地域社会を支える自治体の重要性に言及するとともに、自治体とともに国の発展を目指す考えを示しまし
た。地方自治に対する首相の関
心の高さと期待の大きさがうか
がわれました。

今回の年次会合への参加は、
豪州の地方行政をめぐる諸課題
への理解を深めるとともに、豪
州各地の地方行政関係者との
ネットワークを構築する有意義
な機会となりました。

全豪地方自治体協会 2026 年次会合に参加しました

パネルディスカッションの様子 クレアシドニー事務所ブースでの対応の様子
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パリ事務所

ロンドン事務所

英国の大きな都市を歩いていると、路上生活者を見かけることがあります。イングランドでは、2024 年時点で路上生活者は
約 4,600 人と推定されており、依然として重要な政策課題となっています。このような中、2026 年 7 月 16 日、クレアロンド
ン事務所は英国中部にあるワイア・フォレスト・ディストリクト・カウンシル（以下、WFDC という。）を訪問し、同自治体の
取り組みを視察しました。

英国では、「ホームレス」は路上生活者だけでなく、家庭内暴力などにより安全に住み続けることができない人や、住居を失う
おそれがある人、さらには親族や知人宅を転々とする、いわゆる隠れホームレスも含む広い概念で、自治体には、住まいを失う
前の段階でホームレス状態を防ぐための支援や、ホームレスとなった人の住まいの確保を支援する役割が課されています。

WFDC では、「The Hub」を拠点に、相談者の状況把
握や住宅相談などを実施しています。また、一時滞在施設
では、緊急宿泊場所を提供に加え、職員が恒久的な住居へ
の移行や生活の自立に向けた個別支援を行っていました。

今回特に印象に残ったのは、「ホームレス」を路上生活
者に限定せず、住居を失う前から支援の対象としている点
です。こうした予防的な考え方は、日本の自治体における
支援施策を考える上でも参考になると感じました。

英国の「ホームレス」と支援

The Hub の様子 一時滞在施設の様子

フィリピンの首都のマニラで 7 月 10 日から 12 日にかけて「Travel Madness Expo 2026」が開催され、クレアシンガポー
ル事務所もブースを出展して日本各地の魅力を発信しました。会場では、JNTO 主導のスタンプラリー企画が実施され、その効
果もあり、当事務所ブースにも多くの来場者が訪れました。自治体パンフレット約 1,500 部を配布して各地域の観光情報を紹介
するとともに、カプセルトイ企画を実施。日本らしい企画として好評を博し、当たりの景品である自治体ノベルティや和小物を
手にした来場者からは、喜びの声が聞かれました。また、イベントを通じて、公式 Facebook を 1,200 人以上の人に新たにフォ
ローいただきました。来場者からは、「東京や大阪
はもう行ったので、他におすすめの地域は？」といっ
た声も多く聞かれ、既に訪日経験がある人が、次の
旅行先として地方にも目を向けていることがうかが
えました。今回の出展を通じ、フィリピンにおける
日本への関心の高さを実感しました。今後も関係機
関と連携し、フィリピンをはじめとする所管地域に
向けて、日本の多様な魅力を発信してまいります。

クレアパリ事務所は、2026 年７月 10 日、欧州飲食コンサルタントの佐藤大輔氏をお迎えし、ウェビナーを開催しました。
本ウェビナーでは、パリにおけるおにぎり専門店のコンサルティングに携わった経験を踏まえ、「日本の文化をどのように伝え、
ブランディングしていくか」をテーマにお話しいただきました。

佐藤氏によると、おにぎりが現地で受け入れられたのは、単に「日本食だから」という理由ではありません。まずおにぎりを「日
本料理の最小単位」として抽象化し、次に「サンドイッチに代わる昼食」として、現地の人が理解しやすい概念に翻訳しました。
さらに、手頃な価格で、多様な食習慣にも対応できる食事だと位置づけることで、現地における役割を再定義しました。こうして、
おにぎりは、パリでの昼食の選択肢の一つとして認知されるようになり、「シャンパンとおにぎり」という、日本食の従来の枠に
とらわれない新たな楽しみ方も生まれました。

また、海外におけるブランディングの鍵として、フランスでは、その土地の風土や歴史から生まれた文化が可視化されたもの＝「ブ
ランド」として受け入れられており、地域資源を伝えるためには、その土地にしかない文化を、価値あるものとして物語化することが
重要であるという説明もありました。一方で、地域の文化は、その土地の人々にとって身
近すぎるために、見逃している場合もあります。そうした文化を改めて掘り起こし、新た
に進出する現地の文化や価値観に合わせて再定義を重ねていくことが重要です。

参加者からは、「日本らしさを強調した海外向けの商品を新たに作るのではなく、まず
は既存のものを外部の視点から見直すことから始めたい」といった感想が寄せられました。

クレアパリ事務所では、今後もフランスなどで活躍する専門家を招き、日本の自治
体に役立つ情報を発信してまいります。

Travel Madness Expo 2026 に出展しました！

ウェビナー「フランスから見た日本の食文化～地域資源をどう伝えるか」を開催しました

会場の様子

ウェビナーの様子

カプセルトイ企画を活用したブースの様子

シンガポール事務所
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2026 年夏から全国各地の任用団体に配置される新規 JET プログラム参加者を対象とした「来日直後オリエンテーション」を、
７月 27 日・28 日と８月３日・４日の２回にわたって開催しました。

JET プログラムでは、世界各国から外国語指導助手（ALT）、国際交流員（CIR）、スポーツ国際交流員（SEA）を招致し、全
国各地で語学指導や地域の国際交流活動な
ど に 従 事 し て い ま す。 今 年 度 は、 世 界
36 カ国から約 1,660 人の新規 JET 参加者
が来日しました。

オリエンテーションでは、日本で安心し
て生活・勤務するために必要な日本の法律
や災害への備え、生活上のルールやマナー
などについて説明するとともに、ALT、
CIR、SEA の職種ごとに、学校での指導や
国際交流活動、翻訳・通訳業務などに役立
つ実践的な研修を実施しました。また、ワー
クショップや交流会を通して、参加者同士
が親睦を深めました。

２日間の研修を終えた参加者は、それぞ
れの任用団体へと旅立っていきました。参
加者の皆さんが一日も早く日本での生活に
慣れ、地域の国際化や外国語教育の充実に
向けて活躍されることを期待しています！

開会式の様子

JET プログラム事業部
約 1,660 人の新規 JET プログラム参加者を迎え

「2026 年度７・８月来日直後オリエンテーション」を開催しました！

ソウル事務所

クレアソウル事務所では、毎年、一般財団法人日韓産業技術協力財団が実施する「在韓日系企業 CSR 活動支援事業」に参加し、
日本語を学ぶ韓国人大学生をインターン生として受け入れています。2026 年度も、8 月の 1 カ月間、2 人のインターン生

（セリンさん、イェウォンさん）を受け入れました。
インターン生は、日本の地域の魅力を発信

する SNS「トランドラン」向けの記事作成や、
日本の自治体職員らが来韓した際の視察先調
査を担当しました。さらに、韓国地方行政研
究院（KRILA）と当所が共催し、日韓両国の
首長や政府機関の関係者らが参加する「2026
日韓共同セミナー」の開催にあたり、映像資
料の翻訳・編集をはじめとする各種資料の準
備から、当日の参加者受付業務まで幅広く活
躍しました。

2 人の力強いサポートにより、当事務所の
業務を大変円滑に進めることができました。
ソウル事務所での経験が今後の活躍につなが
り、これから始まる就職活動や将来のキャリ
アに生かされることを願っています。また、
2 人の今後の活躍を通じて、日韓交流が一層
促進されることを期待しています。

セリンさん、イェウォンさん、短い間でし
たが、本当にお疲れ様でした！

インターン生の受入

日韓共同セミナーで受付業務を行うインターン生
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「日中韓３か国地方政府交流会議」は、歴史的、地理的にも密接な関係にある日本、中国、韓国の３か国地方政府
間の国際交流・協力を一層促進することを目的に、３か国の国際交流機関が輪番制にて 1999 年より毎年、開催して
いる会議です。

第 27 回会議は、2026 年 11 月 17 日（火）・18 日（水）の日程で、東京からオンラインにて開催いたします。
初日は「人口構造の変化に対応した地域社会の構築 ―地方政府の課題と取組― 」をテーマに、基調講演や自治体に
よる発表を行います。２日目は友好都市間や、交流を希望する自治体間で自由に意見交換を行う「交流の広場」を開
催します（希望に応じてクレアでオンライン会議を設定）。

当会議は姉妹（友好）都市らとの意見交換・交流のほかに、３か国の地方政府の優良・先進事例を学ぶことができ
る貴重な機会です。今年度はオンライン開催のため、全国どこからでもお気軽にご参加いただけます。ぜひご参加ください。

会議の詳細や参加登録の方法などは、クレアのホームページ（https://www.clair.or.jp/j/exchange/chiiki/）をご覧ください。

交流支援部

市民国際プラザ多文化共生部

　経済交流課では、各自治体がインバウンド（訪日客）誘致や地域産品の海外販路開拓に取り組む中で参考となる先行事例を、ウェ
ブサイトにて発信しています。６月には、香川県小豆島の木桶醤油を取材しました。ぜひご覧ください。

【概要】
　木桶仕込みという伝統的な製法を生かし、全国に点在する 28 の醤油の蔵元が
連携して「木桶醤油」をブランド化し、世界各国への海外輸出に取り組んでいます。
同一の品目で産地をまたいだ連携は非常に特徴的ですが、どのような産業・地域
でも応用し得るものです。自治体や企業でも、自らの地域内にとどまらず、他地
域との連携可能性を検討していくことが有効な選択肢となるでしょう。
　本稿では、生産基盤である木桶製作技術の継承の危機から始まった、取り組み
の歩みをご紹介します。

【URL】
https://economy.clair.or.jp/topics/10936/

地方創生と国際協力を結びつける取り組みを紹介する本セ
ミナーは高い関心を集め、お申込みが 300 人を超えました。
当日は、JICA ブータン事務所長の木全洋一郎氏から、ODA
が「技術移転」から途上国と共に課題解決を目指す「共創」
や「還流」へシフトしている現状が語られました。併せて地
域資源を生かした内外での共創事例や、持続可能な地域づく
りの視点について解説いただきました。続く事例紹介では、
海士町によるブータンとの探究学習を通じた高校生同士の学
び合いや、神石高原町と NGO ピースウィンズ・ジャパンに
よるネパールの復興支援から始まった神石高原町への農業人
材受入の挑戦が紹介されました。単なる海外の支援を超え、
グローバルな視点で地域の価値を再発見し、未来を共に創る国
際協力の可能性
を実感する機会
となりました。
報告書はこちら

（https://www.
plaza-clair.jp/）

クレア多文化共生課では、自治体や地域国際化協会などが作
成した多文化共生に関するツールを、ホームページ上で公開し
ています。外国人住民向けの多言語生活ガイドブックをはじめ、
複数の言語に翻訳された防災ガイド、やさしい日本語や教育関
連のツールなど多様な内容が掲載されています。分野別検索や
キーワード検索機能を使うことで、簡単に目的のものを見つけ
ることができますので、ぜひご活用ください。

また、新たに多文化共生に関するツールを作成された際には、
当ライブラリーヘの掲載をご検討ください。ツールをご提供いた
だける場合は、提供様式をダ
ウンロードし、必要事項をご
記入のうえ、多文化共生課の
メールアドレスまでご連絡い
ただければ幸いです。皆さま
のご提供をお待ちしており
ます。
■ツールライブラリー URL
　�ht tps : //www.c la i r .

or.jp/j/multiculture/
tool_library/

■お問い合わせ　多文化共生課
　Tel : 03-5213-1725
　Mail : tabunka@clair.or.jp

今回の取材先のひとつ　ヤマロク醤油

ディスカッションの様子

自治体における海外販路開拓 先行事例のご紹介

７月 29 日開催  国際協力推進セミナー
「国際協力の始め方－地域活性化につながる実践事例から－」

開催報告

多文化共生ツールライブラリーを
ぜひご活用ください！

日中韓会議の
ホームページ
リンク

第 27 回日中韓３か国地方政府交流会議を開催します！


